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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成19年4～6月期実績、平成19年7～9月期見通し）�

●中小企業の研究開発における特許保護のあり方�
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最近の道内景気は、総じて横ばい圏内で推移している。

需要面をみると、公共投資は、国および地方自治体の財政面での制約から減少している。

住宅投資は、月によって変動はあるものの幾分低調に推移している。個人消費は、雇用・所

得環境に目立った改善がみられず、横ばい圏内の動きが続いている。設備投資は、製造業の

能力増強投資を中心に幾分上向いている。

生産活動は緩やかに持ち直している。また、雇用情勢は一部に改善の動きがみられるもの

の、横ばいで推移している。企業倒産は、件数、負債総額ともに前年を上回っている。
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①個人消費

５月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．７％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲２．６％）は、衣料品など

が減少し、７ヶ月連続で前年を下回った。ス

ーパー（同▲１．３％）は、衣料品や身の回り

品などの減少から、３ヶ月連続で前年を下回

った。

コンビニエンスストア（同▲２．０％）は、

７ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資

５月の新設住宅着工戸数は、３，３３４戸（前年

比▲３２．４％）となった。持家（同▲１９．５％）、

貸家（同▲４１．０％）および分譲（同▲２０．６％）

全てが大幅に減少し、前年を下回った。

１～５月の着工戸数累計では、１５，７８８戸

（前年同期比▲７．８％）となり、前年を下回っ

た。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産

５月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、石油・石炭製品工業などが減少したもの

の、輸送機械工業や鉄鋼業などが増加した。

前月比では▲１．９％と３ヶ月連続で低下

し、前年比では＋０．２％と８ヶ月連続して上

昇した。

④公共投資

５月の公共工事請負金額は、８３８億円（前

年比▲１３．５％）と２ヶ月連続で減少した。

１～５月の累計では請負金額３，６６９億円

（前年同期比▲２．０％）と前年を下回ってい

る。

⑤雇用情勢

５月の有効求人倍率（全数）は０．５６倍とな

り、前月比では０．０６ポイントの上昇、前年比

では０．０８ポイントの低下となった。

また、新規求人数は医療・福祉、運輸業な

どは増加したが、卸売・小売業や製造業など

の減少から前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数

５月の来道客数は、１，０２６千人（前年比

▲６．９％）と２ヶ月連続で前年を下回った。

１～５月の累計来道客数は、４，６２９千人

（前年同期比▲０．３％）と前年をわずかに下回

った。

⑦貿易動向

５月の道内貿易額は、輸出が前年比３０．８％

増の２９６億円、輸入が同４．３％減の１，１４６億円

となった。

輸出は、鉄鋼や一般機械などが増加し、６

ヶ月連続で前年を上回った。

一方、輸入は石油及び粗油や石油製品など

が減少し、２ヶ月連続して前年を下回った。

⑧倒産動向

６月の企業倒産は、件数は５１件（前年比

＋１０．９％）と前年を上回り、負債総額は１２６

億円（同２．３倍）と大幅に増加した。

業種別では、建設業が１８件と最も多く、続

いてサービス・他（９件）、卸売業（８件）

となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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１．平成１９年４～６月期実績

売上DI（△１３）は前期より４ポイン

ト、利益DI（△１８）は１ポイントそれ

ぞれ低下し、業況は２期連続で後退し

た。

２．平成１９年７～９月期見通し

売上DI（△３）は１０ポイント、利益

DI（△４）は１４ポイントそれぞれ上昇

が見込まれ、業況は持ち直す見通しであ

る。

３．当面する経営上の問題点

「原材料仕入価格上昇」（５６％）は前期

に比べ１３ポイント上昇し、最多となっ

た。一服感のあった原油価格が再び上昇

に転じたためとみられる。続く「過当競

争」（５４％）は５割台半ばとなったほか、

「売上不振」（４７％）も５割弱を占めた。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
第２５回定例調査
（１９年４～６月期実績、１９年７～９月期見通し）

判断時点
平成１９年６月下旬

本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」―「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４８３ １００．０％
札幌市 １６７ ３４．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０５ ２１．７
道 南 ４２ ８．７ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ８３ １７．２ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ８６ １７．８ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４８３ ６０．４％
製 造 業 ２２０ １４１ ６４．１
食 料 品 ７５ ４５ ６０．０
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２４ ６８．６
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３３ ６６．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ３９ ６５．０
非 製 造 業 ５８０ ３４２ ５９．０
建 設 業 １８０ １２１ ６７．２
卸 売 業 １００ ５９ ５９．０
小 売 業 １２０ ６３ ５２．５
運 輸 業 ７０ ３３ ４７．１
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ ２２ ７３．３
その他の非製造業 ８０ ４４ ５５．０

定例調査

業況は２期連続で後退
第２５回道内企業の経営動向調査

要 約

調 査 要 項

― ４ ―― ４ ―
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＜図1-1＞業況の推移�
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1 平成１９年４～６月期実績（売上・利益）

売上DI（△１３）は前期に比べ４ポイン

ト、利益DI（△１８）は１ポイントそれぞれ

低下した。原材料価格が一段と上昇している

ことを背景に、製造業を中心に業況は２期連

続で後退した。

売上では、前年同期に比べ「増加」した企

業（２１％、回答社数百分比、以下同じ）から

「減少」した企業（３４％）を差し引いたDI

（△１３）は、４ポイント低下した。製造業

（△３）は１１ポイント、非製造業（△１７）は

１ポイントともに後退した。業種別にみる

と、製造業は食料品製造業が上昇しプラス水

準を維持したものの、木材・木製品製造業、

鉄鋼・金属製品・機械製造業などは低下し

た。非製造業は建設業、ホテル・旅館業など

で上昇したものの卸売業、小売業などで低下

した。

利益では、「増加」した企業（１９％）から

「減少」した企業（３７％）を差し引いたDI

（△１８）は、前期に比べ１ポイント下回っ

定例調査

― ５ ―― ５ ―
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３
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た。非製造業（△１７）は４ポイント上昇した

が、製造業（△１８）は１４ポイント低下した。

業種別にみると、製造業は木材・木製品製造

業は横ばいとなったものの他の３業種で低下

した。非製造業は、建設業、運輸業などで上

昇したものの卸売業、ホテル・旅館業で低下

した。 （図１、図２、図３）

平成１９年７～９月期見通し（売上・利益）

売上DI（△３）は１０ポイント、利益DI

（△４）は１４ポイントそれぞれ上昇が見込ま

れ、業況は持ち直し先行きには期待感もみら

れる。

売上では、「増加見込み」企業（１９％）か

ら「減少見込み」企業（２２％）を差し引いた

DI（△３）は、４～６月期実績より１０ポイ

ント上昇が見込まれる。製造業（＋１０）は１３

ポイント、非製造業（△８）も９ポイントそ

れぞれ上昇する見通しである。業種別にみる

と、鉄鋼・金属製品・機械製造業など大半の

業種で上昇が見込まれる。

利益では、「増加見込み」企業（１９％）か

ら「減少見込み」企業（２３％）を差し引いた

DI（△４）は、１４ポイント上昇が見込まれ

る。製造業（＋４）は２２ポイント、非製造業

（△７）は１０ポイントそれぞれ上昇が見込ま

れる。業種別にみると、運輸業を除く９業種

で上昇する見通しである。

（図１、図２、図３）

資金繰り、短期借入金の難易感など

資金繰り判断DIは（「好転企業」－「悪化

企業」）の４～６月期実績（△３）は、前期

より１ポイント低下した。７～９月期見通し

（△１）は２ポイント上昇が見込まれる。

短期借入金の借入難易感判断DI（「容易企

業」－「困難企業」）の４～６月期実績（＋７）は

前期より２ポイント低下した。７～９月期見

通し（＋６）は１ポイント低下が見込まれる。

在庫判断DI（「過多企業」－「過少企業」）

の４～６月期実績（＋６）は前期より１ポイ

ント上昇した。７～９月期見通し（＋２）

は、４ポイント低下が見込まれる。

（図４、図５、図６）

設備投資

４～６月期に設備投資を「実施した」企業

（３１％）は、前期に比べ６ポイント増加した

ものの、前年同時期に比べると３ポイント下

回っている。７～９月期見通しの「実施予

定」企業（２５％）は６ポイント減少が見込ま

れるが、前年同時期調査での「実施予定」企

業（２６％）とほぼ同水準である。 （図７）

当面する経営上の問題点

当面する経営上の問題点（複数回答）とし

て、「原材料仕入価格上昇」（５６％）が前期に

比べ１３ポイント上昇し、最多となった。一服

感のあった原油価格が春先以降、再び上昇傾

向に転じたためとみられる。木材・木製品製

造業、鉄鋼・金属製品・機械製造業で９割を

超えるなど製造業の全業種、および運輸業で

問題点の第１位に挙げられた。続く「過当競

争」（５４％）は、建設業、小売業で７割台とな

るなど非製造業で高率を占め、６業種中４業

種で問題点の第１位となった。一方、製造業

（３２％）では３割強にとどまり企業間の競争

は比較的緩やかである。「売上不振」（４７％）

は卸売業で５割台半ばを占めるなど、非製造

業で半数を超えた。一方、製造業では木材・

木製品製造業で半数を超えたものの、３割台

半ばにとどまった。 （表１）
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＜図5＞短期借入金の難易感�

0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

0 20 40 60 80 100％� 0 20 40 60 80 100％�

19/4～6実績� 19/7～9見通し�

19/4～6実績� 19/7～9見通し�

13 80 7 13 81 6

11

6

△ 1△ 3

0

9

14

0

4

12 不変　83 5

11

11 不変　84 5

4

資金繰りDI 資金繰りDI

難易感DI 難易感DI

7

9

不変　83 10 不変　87 7

81 10�
�

6 88 6

困難�

6

13 76 13 76

4 88 8 88 8

12 88 � 15 85

77 81

�

3

2

11 4 9 86 5

11 4 10 83 7

12 14 84

9 6 88 6

10 5 10 85 5

13

7

2

△ 4

8

15

△14

4

3

12

5

0

7

13

6

2

△ 4

12

△14

7

7

10

5

3

19

2

△ 4

0

0

△ 3

△ 7

5

△ 6

0

△ 8

5

△ 1

2

△ 4

△ 3

0

△ 4

△ 3

△18

△ 2

△ 8

△ 5

16

△10

21

18

7

3

14

5

6

△11

21

9

15

22

△ 4

21

14

6

5

18

0

10

△10

7

9

5

3

△ 3

△ 1

△ 9

12

0

0

△21

10

△ 2

6

7

8

4

6

△ 5

△ 8

3

△ 8

△ 3

△ 5

△7

7

11

△ 3

0

18

△ 4

3

21

5

6

6

6

0

△14

14

7

△ 8

0

△ 3

△ 4

△ 4

3

△ 7

△ 8

△23

2

� 14 86 14

21 77 8 92

6 90 6 90

7013 17

4

884 8

12 73 15 3 94 3

8 84 8 84 8

6 84 10 5 87 8

4 84 12 6 81 13

95 � 95 �

82 10 92 88

799 12 82 12

82� 18 7214 14

817 12 5 95

好転� 悪化� 好転� 悪化�

容易� 容易� 困難�

6

16

55

18

6

2

2

難易感DI難易感DI 難易感DI

＜図4＞資金繰り�

全　　産　　業�

製　　造　　業�

食　料　品�

木材・木製品�

そ　の　他�

非　製　造　業�

建　設　業�

卸　売　業�

小　売　業�

運　　　　輸�

ホテル・旅館�

そ　の　他�

鉄鋼・金属・機械�

全　　産　　業�

製　　造　　業�

食　料　品�

木材・木製品�

そ　の　他�

非　製　造　業�

建　設　業�

卸　売　業�

小　売　業�

運　　　　輸�

ホテル・旅館�

そ　の　他�

鉄鋼・金属・機械�

5

4

8

5

85

85

86

85

85

86

18/10～12 19/1～318/7～9

18/10～12 19/1～318/7～9

�

資金繰りDI 資金繰りDI資金繰りDI

定例調査

― ９ ―― ９ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３３／本文／００４～０１１　定例調査  2007.07.19 14.33.37  Page 9 



＜図7＞設備投資�
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械
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③
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③
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（３８）

③
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③
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①
６１
（４８）

②
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③
２７
（１４）
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②
５４
（５１）

③
３２
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③
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（３３）

②
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１１
（９）

�人件費増加 １４
（１７）

１４
（１５）

７
（１０）

４
（１３）

２１
（１４）

２１
（２４）

１５
（１７）

１３
（１８）

１４
（１７）

１６
（１２）

１２
（１３）

５
（１９）

③
２７
（２３）

�人手不足 １１
（９）

１１
（８）

２２
（１２）

４
（４）

１２
（７）

３
（８）

１１
（９）

１１
（８）

２
（２）

１４
（９）

９
（１３）

１８
（２４）

１４
（１６）

	設備不足 １０
（９）

１３
（１１）

１８
（１２）

４
（１３）

９
（１０）

１６
（８）

９
（８）

２
（２）

２
（３）

６
（６）

１５
（２３）

③
４６
（２９）

２１
（１６）


資金調達 ８
（８）

６
（５）

１３
（－）

８
（１３）

－
（３）

３
（５）

８
（９）

８
（１０）

５
（７）

５
（５）

１５
（１０）

１８
（１９）

７
（１１）

�代金回収悪化 ５
（７）

３
（２）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

１１
（５）

６
（９）

５
（３）

１９
（２５）

５
（８）

－
（３）

－
（－）

２
（１１）

�その他 ３
（４）

６
（６）

９
（１２）

４
（４）

－
（－）

１１
（５）

２
（３）

１
（３）

２
（５）

－
（－）

３
（３）

－
（－）

７
（５）

〈表２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

１８年
７～９１０～１２

１９年
１～３４～６７～９

見通し

１８年
７～９１０～１２

１９年
１～３４～６７～９

見通し

１８年
７～９１０～１２

１９年
１～３４～６７～９

見通し

全 道 △４ △１ △９ △１３ △３ △１６ △１２ △１７ △１８ △４ ３３ ３１ ２５ ３１ ２５（２７）

札幌市 △３ △１ △６ △１２ △５ △１０ △９ △１１ △８ △２ ３７ ３２ ３０ ３７ ３１（２７）

道 央 △１ △３ △１１ △１６ △８ △１２ △８ △１５ △２７ △１２ ３０ ３７ ２１ ２９ ２２（３３）

道 南 △２１ △２ △１０ △２１ △１２ △２４ △１７ △１４ △２２ △１２ ３６ ２６ ２４ １７ １４（３１）

道 北 △２ △５ △１４ △２ ５ △２１ △１７ △２４ △１９ ２ ３３ ３０ ２７ ３７ ３０（２２）

道 東 △６ ４ △１１ △１７ ２ △２６ △１９ △２２ △２１ △２ ２７ ２４ １６ ２６ １８（２３）

（ ）内は設備投資未定企業

〈表１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １１ ―― １１ ―
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今回の調査では業況は前期に続き後退しました。落ち着きをみせていた原油価格が今年に

入って再び値上がりし、原材料価格が一段と上昇していることが一因と思われます。販売価

格への転嫁も需要の低迷から、さほど進んでいないようです。しかし、このように厳しい経

営環境の中でも、道内にとどまらず本州や海外にまでマーケットを広げている企業は堅調な

業績を残しています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

●＜水産加工業＞ BRICs圏の食生活の変
化、魚食へのシフトなどによる原料の高騰
や、石油製品価格の高止まりなどを背景に利
益が圧迫されている。

●＜昆布珍味加工業＞ 国内市場は横ばいだ
が海外市場が順調に伸びており、設備投資も
考える。

●＜製菓業＞ 消費者の行動が二極化してお
り、低価格のものを求める一方で、価値のあ
るものは高額でも購入する。すなわち、安い
商品は常に価格下落圧力があるが、付加価値
と味が認められた商品は値引きせずとも売れ
る。

●＜鉄鋼業＞ 鉄鋼業界は好景気に支えら
れ、取引先の製鐵所においても順調に高生産
体制が続いているため、当社の利益も伸びて
いる。

●＜電気機械製造業＞ 昨年夏より本州方面
の仕事を受注したため閑散期の落ち込みが少
なくなり、資金繰りが楽になった。今年度は
道内物件が少なく本州の景気動向が気にな
る。

●＜石油製品加工販売業＞ 同業者の廃業に
より値上げを受入れてもらい易くなり、利益
率の低い製品は大幅値上げも可能になってき
た。原料価格は上昇傾向にあり売値にどのく
らい転嫁できるかがポイントとなる。

●＜農業用設備製造業＞ 世界的な鉄鋼原料
値上がりの中で、鋼材価格は上昇している
が、販売価格への転嫁はスムーズに出来な
い。今後は各農協に対し現状が理解される様
に営業強化に努める。

●＜特殊車両製造業＞ 少子化傾向が続く
中、子育て支援をキーワードにきめ細かな送
迎サービスが求められている事から、小型車
をベースに多くの人数が乗車できるバスを開
発し、販売実績を伸ばした。

●＜道路維持製品製造業＞ 農業の先行き不
安により農業機械部品を製作している当社に
も影響がある。今後は温暖化防止に関わる環
境型エネルギーや、太陽エネルギー関係の仕
事に取り組む。

●＜肥料製造業＞ 農業向け商品が売上の８
割を占め、FTA、EPAなど関税撤廃問題の動
向が大きな問題である。また、A重油コスト
削減のため余熱を利用した焼成炉設備工事を
実施したが、今年度は既存石灰炉の増強工事
を行う。

経営のポイント

原材料価格の上昇が重荷に
〈企業の生の声〉

― １２ ―
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●＜コンクリート製品製造販売＞ 公共事業
が縮減し、大変厳しい環境下にあるが、この
ような時こそ、他社との差別化を図る千載一
遇のチャンスである。また、東京を中心とし
た建築資材部門は、大手ゼネコンに認知され
稼働率１００％超という状況で今後も期待出来
る。

●＜養鶏場＞ トウモロコシ（飼料原料）が
エタノール生産に回っており、価格が上昇し
ている。売価に転嫁できない。

●＜総合建設業＞ 公共・民間工事とも価格
競争が激しく、資材価格の上昇を吸収できな
い。人員削減も進めているが限界である。合
併・連携も当地には相手が少なく難しい。打
開策として、利益率の良いリフォーム工事に
注力する。

●＜建築業＞ 公共工事予算の削減が引続き
見込まれる環境下、土木部門の売上は今後も
漸減が予想される。入札方式の見直し等によ
り価格競争の激化が見込まれ、利益面も今後
厳しくなる。建築は民間主体でもともと競争
が激しく、低採算の受注を余儀なくされてお
りその状況は変わらない。

●＜マンション分譲業＞ マンション適地の
地価や建築費の上昇が続いている。購入予定
者の慎重姿勢が増しており販売に影響がでて
いる。個人の所得が頭打ちの傾向にあり魅力
のある商品の企画が課題である。

●＜マンション分譲業＞ ３～４月のマンシ
ョン販売は業界全体では不調であったが、当
社の手持ち商品は価格面の有利さ（建築費が
高騰する前に発注）もあり好調に推移した。

●＜型枠工事業＞ 建設工事発注量が公共、
民間工事とも例年より出足が悪い。資材、機
材の高値推移で利益確保も難しい。また、専
門工事の作業員が賃金の高い関東方面に流れ
ている。

●＜木材・住宅建材卸売業＞ ユーロ高の影
響により欧州材の仕入れ値が急騰している。
また顧客である零細工務店や後継者のいない
建築会社の廃業が懸念される。少子化と雇用
不安で一戸建てへの執着がなくなり住宅業界
はさらに厳しくなる。今後は価格が高くなっ
た欧州材からドル建ての米材、また道産材の
比率を高めたい。

●＜土木・建築資材卸売業＞ サミット開催
に向け英語表示など案内看板が整備されるの
で、売上に結び付けたい。

●＜食肉卸売業＞ ホテル、レストランなど
業務向けの売上は落ち込む要素が大きいた
め、直接消費者と結びつく焼肉店を出店し
た。

●＜米穀卸売業＞ 集荷方法の強化により仕
入れ値が下がり、昨年と比べ利益額が増加し
ている。しかし量販店の値下げ攻勢、同業者
間の競争激化などで楽観は許されない。

●＜米穀店＞ 配送業者の協力により遠隔地
の新規開拓が順調である。昨年末に導入した
設備が稼動し、新製品（加工玄米、無洗米）
の開発も順調で、価格競争から脱却しつつあ
る。しかし設備と人手不足が見込まれる。

経営のポイント

― １３ ―
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●＜家具店＞ 地元では同業者は半減してい
る。社内では従業員の高齢化が進んでいる
が、即戦力となる若い人がいない。現在、利
害関係の無い道内各地の同業者と共同組合を
作り、品揃え、広告宣伝、売り出し方法、増
加している福祉施設への納品など情報交換を
行っている。

●＜自動車販売＞ 町村部の消費低迷が目立
ち、少子高齢化も予想以上に進んでいる。小
規模商圏の既存店舗を見直す時期に来た。．

●＜スポーツ用品店＞ スポーツ人口は横ば
い、もしくは減少しているが、大型店が続々
出店し競争が激しい。購買意欲のあるシニア
層の増加が唯一の救いである。

●＜農産品運送業＞ 原油価格の高騰に伴
い、軽油価格の値上がりが止まらない。フェ
リー運賃、コンテナ鉄道運賃も上昇している
が、荷主へ転嫁できず極めて厳しい経営を強
いられている。

●＜一般貨物運送業＞ 燃料の高騰による利
益率を人件費などのカットで何とか切り抜け
ているが、運賃への転嫁が進まなければ、先
行きの見通しが立たない。

●＜機械類運送業＞ 運送業界は過当競争が
収まらず、安全な貸物輸送を維持することが
大変困難である。Gマーク（安全性優良事業
所認定制度）やISO等々の取得で他社との差
別化を図る。

●＜建設資材運送業＞ 「安全性優良事業所」
と環境に配慮した「グリーン経営」の認証を取
得、大手荷主の信頼が得られるものと判断、
売上増加が期待できる。

●＜都市ホテル＞ 婚礼件数は伸びている
が、参列者数が減少し続けている。宿泊部門
はビジネスホテルの進出により、さらに競争
激化が予想される。

●＜観光ホテル＞ 旭山動物園ブームに伴い
道外観光客の入込みは好調であるが、地元客
が動かない。宿泊単価が上昇して業績はまず
まずだが、エネルギーコストが増加してい
る。また人手不足が顕著であるが、人件費の
高い派遣社員に頼れない。

●＜観光ホテル＞ 低価格傾向が続いている
ほか、社員旅行が少なくなっている。今後は
地元へのセールス強化が必要である。

●＜クリーニング業＞ 一世帯のクリーニン
グ支出費は減少が続いている。少子高齢化、
服装のカジュアル化、家庭で洗える衣料の普
及等が主要因と思われる。プロとしての家庭
クリーニングとの差、同業者との差別化、提
案型営業、コスト削減などで、競争に勝ちた
い。

経営のポイント

― １４ ―
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１．知的財産に対する意識の高まり

今から５年前の２００２年、小泉首相（当時）は施政方針演説において「研究活動や創造活動の成

果を知的財産として戦略的に保護、活用し、わが国産業の国際競争力を強化することを国家の目

標とする」と述べ、いわゆる「知財立国」を宣言しました。以降、２００２年１２月の「知的財産基本

法」の公布、２００３年７月の「知的財産の創造、保護及び活用に関する推進計画」の決定、２００５年

の「知的財産高等裁判所」の設立など、「知財立国」の実現へ向けて関係機関が動き出しまし

た。

この間、最終的には８億４千万円で和解が成立したものの、一時は２００億円という衝撃的な金

額の支払いを命じる判決が出された青色LED事件、現在も最高裁で係争中のインクカートリッジ

事件、ヘルプ機能に関する特許侵害について争われたワープロソフト事件など、特許に関する重

要な裁判がいくつも行われており、これらに関する記事を新聞で目にした方も多いと思います。

また、近年、弁理士志望者の数も急増しています。今から１０年ほど前（合格者は年間１００人

強、合格率は２～３％という超難関の時代でした）には、弁理士試験の志願者数は４～５千人程

度でした。当時は、大企業の経営者や研究者などはともかく、一般の方は、弁理士という職業を

知らない人がほとんどだったと記憶しています。ところが、昨年（平成１８年度）は、平成１２年の

試験制度改正の影響もあると思いますが、弁理士試験志願者数が試験開始以来初めて１万人を超

え、「弁理士」という資格が馴染みのあるものになりつつあります。

このように、知的財産についての関心はここ数年急速に高まってきています。

ところが、知的財産の持つ重要性についての認識は高まってきているものの、中小企業の場合

には、大企業と比較して知的財産に対しての認識が低いことが指摘されています（中小企業にお

ける知財の保護・活用の実態については、中小企業基盤整備機構「中小・ベンチャー企業知的財

産戦略マニュアル２００６」に紹介されています）。実際に、我々の事務所に中小企業の方が特許出

願をしたいと相談にいらっしゃった場合でも、特許制度について一から説明を必要とすることが

多いのが現状です。

中小企業の経営者や研究開発担当者の方の知的財産に関する知識が乏しいと、せっかく金と時

間をかけて苦労して開発した研究成果が水の泡、ということにもなりかねません。実際に、ある

中小企業が画期的な技術を開発し、その試作品を大企業に見せたところ、いつの間にかその大企

業がその技術を特許出願してしまった、などという事例も起こったと聞いています（このような

場合、本来特許出願人となる資格のない者が出願したという理由で特許を無効にすることは可能

ですが、そのためには金も手間もかかります）。

これは極端な事例ですが、万が一にもこうしたことにならないようにするためにも、これから

の時代は、中小企業こそ、知的財産を保護するためのルール、すなわち知的財産権制度を理解し

ておくことが重要です。

経営のアドバイス

中小企業の研究開発における特許保護のあり方
特許業務法人ピー・エス・ディ

うちうみ つかさ

弁理士 内海 司
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２．特許権を取得するための手続き

図１は、特許権を取得するための手続きです。ある発明について特許権を取得しようと考えた

ら、まず、特許を取得しようとする人または企業（「出願人」といいます）は、特許出願書類を

特許庁に提出しなければなりません。特許出願書類は、願書、特許請求の範囲、明細書、図面、

要約書の５つで構成されます。明細書には、その発明の技術的背景や従来の技術の課題を記載す

るとともに、自分の発明が従来技術の課題をどのように解決したかということを中心に、発明の

内容を詳細に記載します。また、特許請求の範囲には、明細書に記載した内容のうち、自分が権

利として主張したいと考える内容を記載します。

特許出願がされると、特許出願書類は、出願日から１年６ヶ月経過後に自動的に公開されま

す。したがって、この時点で、特許出願書類の内容（すなわち、発明の内容）は、日本国内はも

とより世界中の人々の目に晒されることになります。

次に、ご存じない方が意外と多いのですが、特許出願をしただけでは特許庁はその内容を審査

してくれません。審査をしてもらうためには、特許庁に対して、別途、審査請求手続きを行う必

要があります。審査請求は、出願日から３年以内に行う必要があり、期限内に行われない場合に

は、その出願は取り下げられたものとみなされます。

審査請求が行われると、特許庁の審査官は、特許出願書類に記載された発明が新しい（「新規

性」といいます）ものか、既に知られている技術と比べて進歩している（「進歩性」といいま

す）かなどといったことについて審査（これを「実体審査」といいます）を行います。審査を行

った結果、審査官が、その発明には新規性がない、進歩性がないなどと判断した場合には、その

旨とそのように判断した理由及び根拠となる引用先行文献とが記載された通知（「拒絶理由通

知」といいます）が出願人（またはその代理人）に送られます。現在大きな問題となっているの

が、この審査にかかる期間の長さです。特許行政年次報告書２００６年版によれば、２００５年には、審

査請求をしてから最初に拒絶理由通知が行われるまで（あるいは特許査定が行われるまで）平均

２６ヶ月（！）を要しています。

拒絶理由通知が送られてくると、それに対して出願人は、拒絶理由通知書に記載されている争

点について自分の発明は従来の技術とここが違うなどということを説明する「意見書」を提出し

たり、必要に応じて特許出願書類の内容を補正する「補正書」を提出したりすることによって、

特許庁に対して再審査を求めます。こうした反論によって拒絶理由が解消すると、めでたく特許

権取得となります。出願人の反論によっても審査官が拒絶理由を解消できないと判断した場合に

は拒絶査定となりますが、これに不服がある場合には、出願人は、特許庁に対して不服審判

（「拒絶査定不服審判」といいます）を請求することができ、必要に応じてさらに知的財産高等裁

判所、最高裁判所へ訴えることができます。

これらの手続きのうち、特許権取得のために重要なのは実体審査です。この難関をくぐり抜け

ないことには特許権は取得できません。実体審査では、特許庁の審査官は、特許出願書類に記載

された発明と同一または類似の技術が記載された先行文献を探し、そのような文献が発見された

場合には両者を比較することによって特許が認められないことを主張し、それに対して出願人
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特許出願�

方式審査� 公開公報発行�出願公開�

拒絶理由通知書�

拒絶査定�

拒絶査定不服審判請求�

審　理�

〔出願日から1年6月経過後〕�

〔審判請求期間は30日以内〕�

3年以内�

特許査定�

審査請求�

特許公報発行�

無効審判請求�

審　理�

無効審決�

知的財産高等裁判所�

実体審査�

（特許料納付）�
設定登録�

審査請求なし�

みなし取り下げ�

維持審決�

最　高　裁　判　所�

特許審決� 拒絶審決�

意見書・補正書�

〔通常の国内出願は60日以内〕�

は、意見書及び補正書によって、または必要に応じて審査官と面接することによって、特許が認

められるべきであることを主張します（元特許庁特許技監である弊所所長 佐々木信夫の言葉を

借りれば、「特許審査は出願人と審査官との間の『交渉事』である」）。この一連のやりとりは、

出願人が出願日に提出した特許出願書類に基づいて行われます。したがって、出願人が主導権を

握って「交渉事」を有利に進めるためには、審査官が引用しそうな先行特許文献をあらかじめ調

図１ 特許権を取得するための手続き

出典 特許庁ホームページ
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査し、発見された文献の内容を詳細に分析し、それらの技術との差異を明確にすることによって

自分の発明の利点を強調するように特許出願書類を作成できるかどうかが極めて重要になってき

ます。特許権を取得するための手続きは、特許出願書類を中心として進むのです。

３．中小企業における特許出願の問題点

中小企業における研究開発とその成果の特許化の進め方をみると、研究開発の成果が出て製品

化の目処が立ったところで初めて「特許出願」を考え、弁理士などに相談する、というケースが

多いように思います。大企業と比べて経営基盤が脆弱で短期的な収益確保が重要となる中小企業

にとっては、研究開発の成果を一刻も早く製品化して販売に漕ぎ着けなければならない場合が多

いことや、大企業の知的財産部のような特許に関する専門のセクションを持つ企業が少ないこと

から、このような流れになるのは仕方がない面もあります。しかし、製品化・販売が見え始めて

から特許化について検討を始めて特許出願を行う場合、以下のような問題が生じるおそれがあり

ます。

まず、特許法では、ある技術が販売などによって一旦世の中に知られてしまうと、その技術は

特許になりません（これを「新規性を失う」といいます）。したがって、先のケースでは、販売

が開始されるまでに特許出願をしなければなりませんが、出願までに時間がないときには、先に

出願されている特許文献の十分な調査と分析が実施できなくなります。不十分な調査・分析しか

実施できないと、自分の発明の核となるポイントと類似する技術が記載された適切な特許文献を

発見することが難しくなり、類似技術が見逃されたまま特許出願書類が作成されるおそれがあり

ます。たとえ不十分でも特許調査が実施できればまだいい方で、最悪の場合には調査の間もなく

特許出願書類を作成する必要も出てきます。その結果、実体審査において、出願人が初めて見る

先行特許文献が審査官によって引用されて拒絶理由が通知され、その拒絶理由を回避するために

不本意な補正をしなければならなくなります。そうなると、審査官に審査の主導権を握られ、後

手後手に回って特許出願書類を補正するうちに権利範囲が狭められ、ようやく特許権が成立して

もその権利は他社にとっては迂回可能な狭い権利に過ぎないということになりかねません。審査

官から拒絶理由が通知される前に特許出願書類を補正することは可能ですが、補正は最初に提出

した特許出願書類に記載された範囲内でしか行えず、新しい事項を特許出願書類に追加すること

はできません。したがって、出願後に同一または類似の技術が記載された特許文献を発見して

も、その内容に応じて特許出願書類の内容を変更するのは非常に困難です。

また、先ほども述べたように、特許出願書類には、従来の技術の課題を記載するとともに、自

分の発明がその課題をどのように解決したかということを記載します。このような記載を通して

先に出願された特許文献の技術と自分の発明の差異を明確にすることによって、自分の発明が特

許されるに値するものであることを主張します。したがって、出願までの時間が短く不十分な先

行文献調査・分析しか実施できないと、自分の発明の利点を明確に主張した特許出願書類が作成

できません。その結果、せっかくの優れた発明でも、特許出願書類に記載された発明と従来の技

術との差異が審査官に明確に伝わらず、最終的に特許が取得できなくなる可能性があります。
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さらに、特許出願を弁理士に依頼し、その時点で初めて特許調査を行った結果、自分が製品化

しようとしている技術と同じ技術または類似した技術について他の企業が特許権を取得していた

らどうなるでしょう。そのまま製品を販売すると、特許権の侵害になります。したがって、金と

時間をかけてもう少しで販売できるはずの技術であっても、その特許権に抵触しないように設計

変更するか、最悪の場合、販売中止せざるを得なくなります。そうなると特許出願どころではあ

りません。実際に弊所で扱った案件でも似たような事例がありました。幸いにして技術的な相違

点を見い出すことができたため大事には至りませんでしたが、そうでなければ、販売を目前にし

て特許権を回避するための設計変更を行わなければならず、その損害は大きなものになったでし

ょう。

なお、この場合、仮に設計変更をして、先行の特許権を改良した技術について出願し、特許が

成立したとしても、基本となる技術については既に特許権が取得されているため、特許権者に対

してライセンス料を支払わなければならない場合があることを知っておいていただきたいと思い

ます。

４．早い段階での特許意識と特許調査の重要性

こういった問題が生じないようにするためには、どうすればいいでしょうか。

まず、少なくとも研究開発担当者が、特許に関する知識を習得するとともに、研究開発の初期

段階から、できれば研究テーマを選定する時点から、常に「特許」を意識しておくことが重要で

す。研究開発担当者が特許権を取得することができる条件について知識を持っていれば、当初か

ら権利化を意識した研究開発が可能になりますし、研究開発の段階に応じて他社の特許権を適切

に分析することにより自分の研究開発の方向性を検討・修正し、特許取得に必要なデータを取得

することができます。また、研究開発の早い段階から常に特許を意識しておくことによって、改

良発明を生み出すきっかけや、自社の権利を強化するのに必要な周辺技術の開発のきっかけを手

に入れることができる場合もあるでしょう。競合する企業が特許出願をしていることが早くから

分かれば、その内容を分析して、その特許あるいは製品を迂回するための技術開発を行うことも

できますし、アイディアを特許性のある発明に導くためのディスカッションを営業担当者や他の

技術者と行うことによって競争力のある技術の開発や特許権の取得が可能となります。

研究開発担当者が特許調査能力を身に付けることも重要です。特許調査の結果として得られる

情報は、具体的な技術課題を選定し、他社が手を付けていない分野において研究開発を進めるた

めの有益な情報となります（ヨーロッパの特許情報公衆閲覧施設をネットワーク化したPATLIB

によれば、世界中の技術情報の８０％以上が特許文献に記載されているそうです）。また、研究開

発担当者が、研究開発の段階に応じて折に触れて必要な特許調査を実施し、適切な先行文献を集

めておけば、特許出願書類作成時に弁理士にその情報を提示することによって、自分の発明と従

来技術との差異を浮き上がらせた、「ストーリー」の明確な特許出願書類を作成して、より広く

強い特許を取得できる可能性が高くなります。

さらに、審査官が提示する拒絶理由のうちで最も多いものが、進歩性がないこと、すなわち、
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従来技術との差異が明確ではないかまたは公知文献の存在により特許性が低いという理由です。

しかし、特許行政年次報告書２００６年版によると、拒絶理由として引用された複数の特許文献のう

ち直近のものの平均の出願年は、拒絶理由が通知された出願より５．２年前のものだそうです。つ

まり、出願前に適切な特許調査を実施してさえいれば、出願人がその後の審査の主導権を握って

審査を有利に進めることができるのです。

企業によっては、膨大な特許文献を調査する時間がどうしても作れないという場合もあるでし

ょう。このような場合には、できるだけ早いうちに弁理士や調査機関などに調査を依頼すべきで

す。調査にはある程度のお金がかかりますが、製品の販売直前になって類似技術の特許権が発見

されたり、不十分な特許出願書類が作成されることによって他社が簡単に迂回できるような特許

権しか取得できなかったりした場合の損害を考えれば、決して高い金額ではないと思います。

また、中小企業の経営者の方が特許について最低限の知識を持つことも重要です。研究開発担

当者が特許の重要性を理解し、研究開発の各段階で特許的なアプローチから研究の方向性を説明

しても、経営者の方がその意味を十分に理解できないのでは、特許による適切な保護は望むべく

もありません。経営者の方自らが、これからの「知財立国」時代においては自社のコア技術を特

許によってきちんと保護する必要があり、特許が会社の重要な財産であることを認識することが

必要です。

５．弁理士の活用

このように、研究開発担当者の方または中小企業の経営者の方が特許についての知識を取得し

たり、特許調査能力を持ったりすることは非常に重要です。しかし、研究開発担当者自身がいま

だ漠然としか把握していない技術的概念を「発明」として捉えて、しっかりした特許出願書類を

作成するためには、技術的知識だけでなく、審査基準を含む法律的事項や特許出願書類の作成方

法に関する知識が必要になります。また、研究開発者本人は、自分が開発している具体的技術し

か見えていないことも少なくないようですが、弁理士は、自らの法律的、技術的知識を駆使し

て、提示された具体的技術を客観的に観察し、分析し、概念化する作業を日常的に行っていま

す。さらに、研究開発担当者が特許調査を行ったとしても、その結果発見された特許文献が特許

的にどのような意味を持つのか、自社の開発品と特許的にどのように関わるのかについては、判

断が難しい場合も多いことでしょう。

そこで、特許を出願しようと思ったときだけでなく、研究開発の開始前、初期段階、研究開発

途中など、折に触れて弁理士に相談してみてはいかがでしょうか。すなわち、弁理士を「出願代

理人」としてだけではなく、社外の「知的財産セクション」として活用するのです。ただし、こ

こでいう「知的財産セクション」としての活用は、従来の大企業が一般的に有する「知的財産

部」（昔は「特許部」という名称の企業が多かったようです。こういったところにも知的財産の位

置づけの変化が現れています）とは意味合いが異なり、弁理士を特許に関するコンサルタントと

して研究開発の早い段階から積極的に活用するという意味です。大企業でも知的財産部が研究開

発の初期段階から関わり、発明を生み出す支援を行っているところはそう多くありません。多く
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特許業務法人ピー・エス・ディ

札幌市中央区北１条東１丁目サン経成ビル２階

TEL０１１－２２２－４７７５ FAX０１１－２２２－４７５１

E-mail uchiumi@us-psd.jp

の大企業では、研究者が自分の行った研究活動の範囲内で、あまり広いとはいえない範囲の権利

（特許請求の範囲）を記載した明細書を「自分で」書き、知的財産部を「通して」外部の弁理士

に出願を依頼しています。このような企業では、開発した技術をその都度個々に特許出願するに

留まる場合が多く、知的財産部は出願後に問題が発生した場合の「後始末」的な役割しか与えら

れていない場合が多いようです。本来の知的財産部は、企画や技術開発の初期段階から研究者と

ともに議論し、企業の経営を左右する部署として存在すべきだと思います。

中小企業が弁理士を本来の知的財産部門が担うべき役割に見合うように上手に活用することが

できれば、企画、研究開発、知的財産が一体となって大企業にも負けない強い特許を生み出すこ

とも可能ではないかと思います。

６．最後に

中小企業の経営者の方からは、「知的財産は難しい」「知的財産はお金と時間と手間がかかる」

という声が聞かれることが少なくありません。「知的財産は難しい」という点については個々の経

営者の方の努力によって克服していただくしかありませんが、「知的財産はお金と時間と手間が

かかる」という点については、特許庁をはじめとする各種機関において、中小企業等の知的財産

の取得や活用等を支援する様々な施策が実施されています。詳しくは、特許庁ホームページ

（http : //www.jpo.go.jp/torikumi/index.htm）をご覧ください。

各種施策の中でも「早期審査制度」を積極的に活用することをお勧めします。この制度は、中

小企業・個人の方が早期審査を申請することによって、追加料金を必要とすることなく他の出願

に先駆けて早期に審査が開始される制度です。この制度を利用すれば、出願から一次審査結果が

通知されるまでの２６ヶ月が３ヶ月程度に短縮されます。中小企業の場合、せっかくコア技術を出

願しても、特許になるまで何年も待たされたのでは意味がありません。ある程度時間をかけてし

っかりした特許出願書類を作成して出願した上でこの制度を利用することによって、通常審査よ

り早期に、かつ、強い特許取得が可能となります。

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３３／本文／０１５～０２１　経営のアドバイス  2007.07.19 14.39.14  Pag



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１２年＝１００前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％）

１５年度 ９４．１ △０．１ ９６．６ ３．５ ９５．０ △１．１ ９８．８ ４．２ ８７．８ △３．５ ８５．４ △１．３
１６年度 ９４．３ ０．２ １００．５ ４．０ ９５．１ ０．１ １０２．５ ３．７ ８７．３ △０．６ ８７．５ ２．５
１７年度 ９１．０ △３．５ １０２．１ １．６ ９２．１ △３．２ １０５．１ ２．５ ８９．８ ２．９ ９０．１ ３．０
１８年度 ９３．８ ３．１ １０７．０ ４．８ ９５．０ ３．１ １１０．２ ４．９ ８７．５ △２．６ ９１．６ １．７

１８年１～３月 ９４．０ ０．１ １０３．８ ３．０ ９４．８ △１．４ １０７．２ ４．７ ９２．８ ２．９ ９４．７ ３．０
４～６月 ９３．６ ４．２ １０５．２ ４．７ ９５．４ ５．９ １０８．７ ５．８ ９１．４ １．５ ９３．９ １．６
７～９月 ９２．１ ２．４ １０６．６ ５．６ ９３．０ １．５ １０９．９ ５．６ ９２．１ １．５ ９４．６ ０．７
１０～１２月 ９３．４ ３．６ １０８．９ ６．０ ９４．５ ３．０ １１１．６ ５．３ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２

１９年１～３月 ９６．９ ２．５ １０７．５ ３．１ ９７．７ ２．６ １１１．０ ２．９ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
１８年 ５月 ９３．６ ６．８ １０４．６ ４．７ ９５．６ ９．９ １０８．２ ６．８ ９０．９ ２．１ ９３．８ １．３

６月 ９４．２ ４．８ １０６．１ ５．３ ９６．０ ６．８ １０９．２ ５．６ ９１．４ １．５ ９３．９ １．６
７月 ９３．９ ５．４ １０６．０ ５．６ ９４．７ ４．３ １０９．１ ５．６ ９２．０ ２．１ ９３．６ ０．６
８月 ９１．６ ２．０ １０７．２ ６．１ ９２．６ １．４ １１１．３ ６．４ ９２．２ ２．４ ９４．０ ０．４
９月 ９０．９ △０．２ １０６．７ ５．１ ９１．６ △１．０ １０９．３ ４．６ ９２．１ １．５ ９４．６ ０．７
１０月 ９２．６ ３．８ １０８．３ ７．５ ９２．８ ２．５ １１０．８ ５．９ ９２．４ ２．０ ９５．８ ３．４
１１月 ９２．４ ２．０ １０８．７ ５．２ ９３．６ １．９ １１２．２ ５．６ ９２．２ １．４ ９６．９ ２．９
１２月 ９５．２ ５．２ １０９．６ ５．１ ９７．０ ４．３ １１１．８ ４．５ ９２．８ ４．３ ９８．２ ４．２

１９年 １月 ９７．１ ２．４ １０７．１ ４．４ ９６．４ △０．１ １１１．４ ４．７ ９３．６ ４．０ ９７．２ ２．５
２月 ９７．８ ４．１ １０７．９ ３．１ ９７．８ ３．２ １１１．４ ３．１ ９１．５ １．９ ９６．６ １．８
３月 ９５．８ １．５ １０７．６ ２．０ ９９．０ ４．７ １１０．２ １．４ ９０．４ △２．６ ９６．２ １．７
４月 r ９４．４ １．１ r１０７．４ ２．２ r ９６．６ １．６ r１１１．３ ２．０ r ８８．６ △２．３ r ９６．６ ２．０
５月 p９２．６ ０．２ p１０７．０ ３．７ p９３．１ △１．１ p１１１．４ ４．４ p８７．９ △３．３ p９６．３ ２．７

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業指数は季節調整済み（１２年＝１００）。前年比（前年同月比）は原指数による。在庫指数の四半期計数は最終月指数。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１５年度 １，０３６，５４１ △６．３ ２１７，３３８ △３．３ ３８３，２９８ △９．４ ９０，８６５ △２．４ ６５３，２４３ △４．５ １２６，４７３ △３．９
１６年度 １，００６，３２５ △４．８ ２１３，８００ △４．０ ３６１，９０５ △４．８ ８７，８３２ △３．２ ６４４，４１９ △４．８ １２５，９６９ △４．５
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 r ９８３，５１０ △１．６ r ２１１，７２３ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ r ８６，１３０ △０．８ r ６５２，９９８ △１．１ r １２５，５９３ △１．０

１８年１～３月 ２３７，６４９ △２．４ ５１，１７７ △１．７ ８３，６４６ △１．８ ２１，１５５ ０．４ １５４，００３ △２．７ ３０，０２１ △３．２
４～６月 ２３８，１４５ △２．６ ５１，０７９ △１．２ ７８，５５７ △２．９ ２０，２３９ △１．２ １５９，５８８ △２．５ ３０，８３９ △１．３
７～９月 ２３７，３０７ △１．０ ５１，４６１△０．２ ７９，５７５ △１．０ ２０，４４０ △０．４ １５７，７３２ △１．１ ３１，０２１ △０．１
１０～１２月 ２６９，５９６ △１．６ ５７，７３４ △１．７ ９３，１７４ △３．４ ２４，６０５ △１．６ １７６，４２２ △０．６ ３３，１２９ △１．８

１９年１～３月 r ２３８，４６２ △１．２ r ５１，４５０ △０．４ r ７９，２０５ △２．９ r ２０，８４５ △０．１ r １５９，２５７ △０．３ r ３０，６０４ △０．７
１８年 ５月 ７９，０７３ △２．９ １６，９８９ △１．６ ２５，５０７ △２．７ ６，７１６ △１．２ ５３，５６６ △３．０ １０，２７３ △１．９

６月 ７８，１９６ △２．９ １７，０５０ △１．２ ２６，０００ △３．３ ６，７２６ △１．９ ５２，１９５ △２．７ １０，３２４ △０．７
７月 ８４，２９３ △１．６ １９，０９３ △１．４ ３０，１４７ △１．３ ８，３８５ △１．４ ５４，１４６ △１．８ １０，７０８ △１．３
８月 ７７，６１２ △０．８ １６，４１７ ０．１ ２４，００６ △０．９ ５，７７４ △０．８ ５３，６０７ △０．７ １０，６４３ ０．７
９月 ７５，４０２ △０．７ １５，９５１ ０．８ ２５，４２３ △０．６ ６，２８２ １．３ ４９，９７９ △０．８ ９，６６９ ０．４
１０月 ８０，８８３ ０．５ １７，１８５ △１．７ ２８，０４９ ０．６ ７，０５６ △２．０ ５２，８３５ ０．４ １０，１２８ △１．４
１１月 ８０，２０６ △２．９ １７，７９２ △０．８ ２７，３０７ △４．４ ７，５９９△０．３ ５２，９００ △２．０ １０，１９２ △１．２
１２月 １０８，５０６ △２．２ ２２，７５７ △２．４ ３７，８１９ △５．６ ９，９４９ △２．２ ７０，６８７ △０．２ １２，８０８ △２．６

１９年 １月 ８５，３９９ △１．３ １８，９３６ △０．５ ２８，２３２ △２．９ ７，６５７ ０．０ ５７，１６７ △０．４ １１，２７９△０．９
２月 ６９，７５８ △０．１ １５，１２５ ０．５ ２２，０９２ △１．５ ５，８４３ １．５ ４７，６６６ ０．６ ９，２８２ △０．２
３月 ８３，３０５ △２．０ １７，３８９ △１．１ ２８，８８２ △３．９ ７，３４６ △１．５ ５４，４２３ △０．９ １０，０４４ △０．９
４月 r ７８，２３６ △３．３ r １６，９０６ △１．８ r ２４，５９５ △６．１ r ６，５９８ △１．４ r ５３，６４１ △１．９ r １０，３０８ △２．０
５月 p ７７，５５９ △１．７ p １７，０３５ △０．８ p ２４，１３２ △２．６ p ６，５７３ △０．７ p ５３，４２７ △１．３ p １０，４６２ △１．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３３／本文／０２２～０２４　主要経済指標（北洋用）  2007.07.17 19.57.4



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１５年度 ４１９，３６４ △２．２ ７１，３３４ △２．５ ９９．７ △０．３ １００．３ △０．２ １１３．０３ １１，７１５
１６年度 ４２１，０４５ △１．１ ７２，９７３ △０．８ １００．０ ０．３ １００．２ △０．１ １０７．４９ １１，６６９
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ ０．２ １００．０ △０．１ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．２ １００．２ △０．１ １１６．６４ １７，２８８

１８年１～３月 ９６，０４４ △１．９ １７，３１２ △２．７ １００．３ ０．２ ９９．９ △０．１ １１６．８８ １７，０６０
４～６月 １０２，６６５ △２．２ １８，３９６ △２．４ １００．６ ０．５ １００．３ ０．２ １１４．３８ １５，５０５
７～９月 １１１，９８１ △２．６ １９，４９４ △３．５ １００．８ １．１ １００．６ ０．６ １１６．１９ １６，１２８
１０～１２月 １０５，６２２ △０．１ １８，７８９ △０．７ １００．７ ０．６ １００．３ ０．３ １１７．７７ １７，２２６

１９年１～３月 ９４，６５３ △１．７ １７，５３２ △１．１ １００．０ △０．３ ９９．８ △０．１ １１９．４４ １７，２８８
１８年 ５月 ３４，７４１ △２．０ ６，１３３ △２．９ １００．７ ０．３ １００．４ ０．１ １１１．５１ １５，４６７

６月 ３５，６７６ △１．０ ６，３２５ ０．６ １００．８ ０．９ １００．４ ０．５ １１４．５３ １５，５０５
７月 ３６，８１０ △４．９ ６，５１５ △５．２ １００．４ ０．７ １００．１ ０．３ １１５．６７ １５，４５７
８月 ３９，８１０ △１．０ ６，８１０ △１．８ １００．９ １．３ １００．８ ０．９ １１５．８８ １６，１４１
９月 ３５，３６１ △１．９ ６，１６９ △３．４ １０１．１ １．２ １００．８ ０．６ １１７．０１ １６，１２８
１０月 ３５，３４２ ０．３ ６，２６２ △０．６ １００．９ ０．８ １００．６ ０．４ １１８．６６ １６，３９９
１１月 ３３，４８４ △０．２ ５，９８５ △１．５ １００．５ ０．５ １００．１ ０．３ １１７．３５ １６，２７４
１２月 ３６，７９６ △０．３ ６，５４２ △０．２ １００．７ ０．６ １００．２ ０．３ １１７．３０ １７，２２６

１９年 １月 ３２，０５６ △１．６ ５，８３５ △０．７ １００．５ ０．１ １００．０ ０．０ １２０．５８ １７，３８３
２月 ２９，６４５ △１．９ ５，４６８ △１．１ ９９．７ △０．５ ９９．５ △０．２ １２０．４５ １７，６０４
３月 ３２，９５２ △１．７ ６，２２９ △１．４ ９９．８ △０．５ ９９．８ △０．１ １１７．２８ １７，２８８
４月 ３２，１０５ △０．２ ６，０３４ △０．６ １００．２ △０．２ １００．１ ０．０ １１８．８３ １７，４００
５月 ３３，８８１ △２．０ ６，２３８ △０．６ １００．６ △０．１ １００．４ ０．０ １２０．７３ １７，８７６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年比は既存店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１５年度 １９３，２７２ △３．９ ５２，２１２ １２．８ ９２，０２８ △１３．９ ４９，０３２ ２．５ ４，７３３，４９０ △２．５
１６年度 １８９，５１９ △１．９ ５１，５３５ △１．３ ９０，０６６ △２．１ ４７，９１８ △２．３ ４，７４９，３４２ ０．３
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３１ △４．２

１８年１～３月 ５５，４５７ △０．６ １３，０７３ △９．７ ２７，００７ △１．４ １５，３７７ １０．５ １，４５７，０９１ ０．５
４～６月 ４５，６６６ △４．９ １０，７６４ △１１．５ ２０，７４２ △１１．０ １４，１６０ １２．８ １，０４１，３１７ △４．６
７～９月 ４４，３８９ △４．１ １０，４７２ △９．３ ２０，２１３ △１０．８ １３，７０４ １３．５ １，１１７，８１６ △４．５
１０～１２月 ３５，５６７ △４．９ ９，２１５ △１．７ １４，９３６ △１５．４ １１，４１６ １０．２ １，０２５，５０９ △１．０

１９年１～３月 ５０，６７８ △８．６ １３，３２９ ２．０ ２１，５０７ △２０．４ １５，８４２ ３．０ １，３７２，６８９ △５．８
１８年 ５月 １４，３３９ △１．７ ３，４１８ △１１．１ ６，３３１ △７．２ ４，５９０ １７．０ ３２２，７０７ △６．４

６月 １５，８９４ △１２．３ ３，７８９ △１６．８ ７，１６６ △２１．４ ４，９３９ １１．０ ４０５，７６８ △２．８
７月 １６，５５４ △２．８ ３，８４１ △１２．５ ８，００９ △４．３ ４，７０４ １０．４ ３９６，２６６ △６．２
８月 １１，３２０ △４．０ ２，７４５ △３．５ ５，１２８ △１３．４ ３，４４７ １３．８ ２８３，４４６ △２．５
９月 １６，５１５ △５．４ ３，８８６ △９．８ ７，０７６ △１５．４ ５，５５３ １６．０ ４３８，１０４ △４．３
１０月 １２，４６６ △５．１ ２，９６３ △２．７ ５，５５０ △１２．７ ３，９５３ ５．９ ３３２，３５０ △３．６
１１月 １２，７７１ △５．４ ３，３７５ ２．１ ５，２９８ △１７．８ ４，０９８ ９．４ ３６２，２５３ △０．９
１２月 １０，３３０ △４．０ ２，８７７ △４．８ ４，０８８ △１５．８ ３，３６５ １７．０ ３３０，９０５ １．６

１９年 １月 ９，７７３ △６．７ ２，６７６ ４．２ ４，０１２ △１９．６ ３，０８５ ５．６ ３０８，２５５ △５．３
２月 １３，２６８ △９．５ ３，４３３ △１．４ ５，５９８ △１９．６ ４，２３７ ０．８ ４２４，９３７ △４．２
３月 ２７，６３７ △８．９ ７，２２０ ２．８ １１，８９７ △２１．０ ８，５２０ ３．３ ６３９，４９７ △７．１
４月 １４，４６８ △６．３ ３，７２０ ４．６ ６，２５３ △１３．７ ４，４９５ △２．９ ２９０，０６２ △７．３
５月 １３，４８５ △６．０ ３，４２０ ０．１ ５，５９２ △１１．７ ４，４７３ △２．５ ３０７，０７７ △４．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

■平成１５年１２月まではシャーシベース、平成１６年１月以降はナンバーベース

主要経済指標（２）

― ２３ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３３／本文／０２２～０２４　主要経済指標（北洋用）  2007.07.17 19.57.4



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１５年度 ５０，７２４ ３．９ １１，７３６ ２．５ １，２０６，９５４ △１７．６ １５４，５８９ △１３．７ １１１，０７８ ８．２
１６年度 ４８，１４８ △５．１ １１，９３０ １．７ １，１２２，１３８ △７．０ １３７，３５４ △１１．１ １１８，２９２ ６．５
１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０

１８年１～３月 ７，８４７ １０．３ ２，８４２ ４．９ １２５，６２０ △１０．５ ２５，７５９ △１１．８ ３４，３０８ ３．８
４～６月 １４，４０７ △１．７ ３，３４２ ８．６ ３７６，９７８ △１４．４ ３１，２４４ △１１．７ ３３，３３３ １５．４
７～９月 １４，６２５ △０．２ ３，３０３ △０．７ ３２２，９２８ △８．６ ３４，１７７ △９．７ ３１，０１１ △１．１
１０～１２月 １４，２９６ △１０．０ ３，４１７ ５．２ １２０，１７６ △１９．６ ２９，６７９ △３．１ ２９，８８４ △１．６

１９年１～３月 ６，６１８ △１５．７ ２，７９１ △１．８ １４１，０４０ １２．３ ２７，７３８ ７．７ ３３，１８５ △３．３
１８年 ５月 ４，９３２ １．６ １，０８７ ６．７ ９６，８９９ △１８．６ ８，５２６ △０．７ ９７，５５６ １５．８

６月 ５，１３５ △１．４ １，１４３ ４．７ １２８，２４６ △２９．１ １１，３１６ △１３．２ １３，３４８ １７．７
７月 ５，４５５ ２３．９ １，０６６ △７．５ １１７，５０２ △９．６ １１，１６５ △４．３ ８，８０３ △１．２
８月 ４，４８３ △１４．２ １，１１２ １．８ １１４，７２６ △２．４ １０，３６７ △１３．９ ９，１５６ △０．５
９月 ４，６８７ △６．７ １，１２４ ４．０ ９０，７００ △１４．４ １２，６４６ △１０．６ １３，０５２ △１．５
１０月 ５，３８４ △１０．３ １，１８４ ２．２ ６３，９５５ △１１．８ １２，１３０ △２．０ ８，６１５ △１．２
１１月 ４，５２７ △２８．８ １，１５４ ４．０ ３５，３８５ △１４．７ ９，０７１ △５．６ ９，９４７ ０．７
１２月 ４，３８５ ２４．３ １，０７９ １０．２ ２０，８３６ △４１．２ ８，４７９ △１．７ １１，３２２ △３．８

１９年 １月 １，７６４ △１．０ ９２２ △０．７ １３，１４６ １．０ ６，１２０ △０．９ ８，５１６ ２．６
２月 ２，１２４ △３．４ ８７３ △９．９ １０，６０４ △１９．３ ５，７７８ △４．６ ９，６７２ △４．２
３月 ２，７３０ △２９．４ ９９５ ５．５ １１７，２９０ １７．９ １５，８４０ １７．１ １４，９９８ △５．８
４月 ５，８３６ ３４．５ １，０７３ △３．６ １４２，０３７ △６．５ １１，５６８ １．５ ９，３０９ △９．０
５月 ３，３３４ △３２．４ ９７１ △１０．７ ８３，７８５ △１３．５ ８，４９０ △０．４ ９，４４９ △３．１

資料 国土交通省 保証事業会社協会 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（全 数）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍 ％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）季調値 原計数

１５年度 １３，０９０ △３．７ ０．５０ ０．６９ ６．７ ５．１ ６２５ △１４．７ １５，４６６ △１６．８
１６年度 １２，７８１ △２．４ ０．５５ ０．８６ ５．７ ４．６ ５７７ △７．７ １３，１８６ △１４．７
１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５８ ０．９８ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５９ １．０６ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３

１８年１～３月 ２，７１７ △３．２ ０．５９ １．０３ ５．５ ４．４ １４３ △１４．９ ３，３４８ ５．４
４～６月 ３，０８３ ３．３ ０．６０ １．０６ ５．４ ４．２ １４３ ８．３ ３，２８１ １．７
７～９月 ４，１０８ ２．８ ０．６１ １．０８ ５．３ ４．１ １１２ △２１．１ ３，２５０ ２．８
１０～１２月 ３，１０３ ３．１ ０．６０ １．０７ ５．４ ３．９ １３２ △４．３ ３，３６６ △２．０

１９年１～３月 ２，７８４ ２．４ ０．５９ １．０５ ５．５ ４．１ １５９ １１．２ ３，４４０ ２．７
１８年 ５月 １，１０２ ６．３ ０．６４ １．０６ ５．４ ４．１ ３７ △２１．３ １，０８３ １．０

６月 １，１５９ ３．０ ０．６１ １．０７ ↓ ４．１ ４６ ０．０ １，１１１ △８．０
７月 １，２８１ ２．２ ０．６１ １．０９ ↑ ４．０ ４３ △１０．４ １，０５１ ２．６
８月 １，５１９ ４．７ ０．６２ １．０８ ５．３ ４．１ ３１ △４６．６ １，１６９ １．５
９月 １，３０８ １．４ ０．６１ １．０８ ↓ ４．２ ３８ ５．６ １，０３０ ４．３
１０月 １，２４２ ６．１ ０．６０ １．０７ ↑ ４．２ ５２ ３６．８ １，１６６ △０．４
１１月 ９４０ ４．９ ０．５９ １．０７ ５．４ ３．９ ３９ △２６．４ １，０９１ △２．１
１２月 ９２５ △１．８ ０．６０ １．０７ ↓ ３．７ ４１ △１２．８ １，１０９ △３．５

１９年 １月 ８３８ △２．０ ０．６６ １．０６ ↑ ４．０ ３８ △１７．４ １，０９１ ４．０
２月 ９２６ ８．３ ０．６０ １．０５ ５．５ ４．１ ４９ ２．１ １，１０２ ５．６
３月 １，０１９ １．２ ０．５０ １．０３ ↓ ４．２ ７２ ４６．９ １，２４７ △０．６
４月 ８２０ △０．３ ０．５０ １．０５ － ４．０ ４７ △２１．７ １，１２１ ３．１
５月 １，０２６ △６．９ ０．５６ １．０６ － ３．８ ７４ １００．０ １，３１０ ２１．０

資料 北海道観光連盟 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度は原数値、四半
期は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２４ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１３３／本文／０２２～０２４　主要経済指標（北洋用）  2007.07.17 19.57.4
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●道内経済の動き�

●道内企業の経営動向 （平成19年4～6月期実績、平成19年7～9月期見通し）�

●中小企業の研究開発における特許保護のあり方�
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